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分益小作制度研究における理論と実証＊
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　経済学の諸問題の中でも，分益小作制度論ほど長期間

にわたって経済学者の関心を集めてきたテーマは少ない。

Adam　Smithが分益小作制」度の非効率性を主張して以来，

論争は現在にまで受け継がれ，かついまだ決着をみてい

ない（川越・大塚，44）。最も基本的な論争点は，分益小

作契約が生産要素の過少投入をもたらすか否かにある。

この契約のもとでは，小作人の直面する要素投入に対す

る限界報酬は限界生産物の一定割合にすぎず，したがっ

てその限界報酬イコール要素価格となるところまで要素

を投入するならば，必然的に要素の過少投入をもたらす

というのが古典派以来の命題であり，現在でも広く支持

される見解である。それに対してJohnson（42），Cheung

（21）等は，そうした伝統的見解が地主の所得最大化行動

を無視している点を指摘し，地主が何らかの手段によっ

て労働を強制することによって，過少投入は回避され，う

ると主張した。

　両見解の理論的帰結の相違は，地主の行動についての

相反する想定に起因しており，両者の正否は事実によっ

て検証される必要がある。理論的対立を反映し，過少投

入の是非をめぐって数多くの実証研究が試みられた。し

かしながら，個々の実証研究の結論に明白な一致はみら

れず，論争解決の確固たる糸口を見出していない。本論

の目的は，品川小作制度に関するこれまでの実証研究の

成果を包括的に比較検討することによって，用益小作制

度の非効率性の現実妥当性を究明するとともに，小作制

度選択の決定因について考察を加えることである。

1工分益小作制度の諸理論と実証仮説

　まず分益小作制度に関する諸理論を検討し，そこから

演繹される実証仮説の整理をはかろう。すでに分益小作

理論の展開については展望が与えられており（川越・大
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塚，44），ここでは次節以下の考察にとって必要最小限

の議論にとどめることにする。

　言うまでもなく分益小作契約においては，生産物は小

作料率に比例して地主と小作入の間に分配される。He－

adγ（29）やSchickele（61）によって代表される伝統的見

解によれば，小下人は限界生産物め一定割合しか獲得で

きないために，労働意欲が阻害され，労働投入は社会的

最：適水準以下に止まるとされる。図1は横軸に労働投入

をとり，労働の限界生産物曲線（Fのおよび分益小作人

にとっての限界報酬曲線（（1一ρ）Fのを描いたものである。

ρは分葺小作料率であり，後者はそれに比例して前者よ

り下方に位置する。代替的雇用機会における競争的賃金

率を曜とすれば，小作人にとっての所得最大化は琴平

報酬と賃金率の等しい∫点で達成され，労働投入量は諺

となる。それに対して自作農あるいは定額小作料契約に

よって土地を耕作している小作人の最適点はθ点で支え

られ，労働投入量はがとなる。ガはパレート最適な

投入量：であり，それを下回る分益小作労働の投入量あ

は社会的に過少ということになる。これと全く同様の議

論は労働以外の生産要素についても妥当する1）。要素の

　　　　　　図1　坤輿小作契約と労働投入
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　1）　地主が要素費用の一部を小作料率と同じ割合で

負担するとすれば，少なくとも労働以外の要素につい

ての過少投入は阻止されるという主張がある。この費
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過少投入に対応して土地当りの収量水準は，分益小作制

下の場合（α面0）のほうが自作制下および定額制下の揚

合（48が。）より相対的に低位にあることになる。現実に

最も頻繁に観察される小作料率は50％であり，もし伝

統的見解が妥当するならば，無視できない収量格差が発

生することになると予想される。

　伝統的見解の主張に対し，最：初に根本的疑問を提起し

たのはJohnson（42）である。彼はもし地主が所得最大

化行動をとるならば，／点では均衡は成立しえないと主

張した。なぜならば，∫点で均衡が成立した場合の分益

小作料がαガみにすぎないのに対し，競争的土地用役画

商で同じだけの土地を定額契約によって貸し付けるなら

ば，小作料収入はαθoへと増加するからである2）。つま

り伝統的見解が正しいとすれば，分益地主はdげと耽

の和だけ所得を放棄していることになり，利他主義者で

ないかぎり，ゴ点で均衡が成立するような小作i契約を結

ぶはずはないということになる3）。

　Cheung（21）は，伝統的見解に一層の批判を加えた。

／点の均衡においては分画小作人の所得は醐0であり，

同じだけの労働を賃労働に振り向けた場合より励だけ

高い。分益小作所得醐0が，競争均衡における定額小

作人所得。θ励0より高いか否かは先見的に確定できな

いが・加＊だけの劣働を賃労働にあてれば分益小作人

の総所得は確実に他者を上回ることになる。小作人間の

競争を前提とし，地主が監視によって自由に小作労働の

投入水準を決定できるならば，地主は社会的に最：適な労

働投入を強制することによって，自己の所得を最大化し

うる。不確実性を度外視したCheungの基本モデルの均

衡では，投入水準はがとなり，そこでは砺。と声gの

面積が等しくなるように小作料率が決定される。したが

ってこの均衡では，応益小作人の所得如が。は競争均

衡における賃労働所得あるいは定額小作所得。θが0に

等しく，分画小作人に超過利得は発生しない。また，山

並小作料αθgゐは競争的定額小作料α60に等しいことに

なる。

　Cheungの分益小作理論において効率的資源配分が実

現されるのは，地主にとっての契約の交渉費用や小作浴

用分担理論については，川越・大塚（44）で否定的考察

が加えられている。

　2）　こごでの議論の前提は，生産関数が一次同次で

あることである。

　3）　分益小作人が自由に要素投入量を決定するなら

ば，雨雫契約と定額契約は併存しえないという点につ

いては，中嶋（47，第10章および第11章）が厳密な証

明を与えている。

Vo1．36　No．1

働の監視費用がゼロであると仮定されているからに他な

らない。それとは対照的に，伝統的見解において要素の

過少投入が発生するのは，そうした取引費用が暗黙のう

ちに無限大であると仮定されているためである。Cheung

の取引費用ゼロの仮定は，余りにも非現実的であるとし

てしばしば批判の対象となってきた。たとえばBardhan

aロdSrinivasan（8）は，ノ」・作人の働きぶりを直接監視す

ることは実際上不可能であるとし，Bardhan（5，6）とと

もに，伝統的見解を依然として支持する立揚をとってい

る。また上述のCheungモデルでは，分益i契約は定額i契

約と何ら異なることはなく，分益契約の積極的な意味で

の存在理由が提示されていないという問題が残る。

　Cheung自身もそうした点を認識し，現実には分益小

作労働の過少投入への誘因のために，分益契約にともな

う取引費用は定額契約のそれ’より高く，にもかかわらず

分益契約が実際に選択されるのは，リスク分担（Risk

Sharing）によって小作人のリスク負担が軽減されるため

であるという仮説を提起した。この考え方は，Stiglitz

（64）の分益小作理論，さらにはいわゆるエイジェンシー

の理論（Harris　and　Raviv，26，27；耳01mstr6m，36；Shap

ve11，62）に引き継がれ一層の精緻化がはかられた。

　エイジェンシー理論の主題は，雇用契約について言え

ば，労働報酬の支払い形態の変化にともなう労働意欲と

リスク分担のトレードオフ関係に着目し，労働者の行動．

についての情報が不完全なもとで，雇用者にとっての最

適なi契約形態を究明することである。固定賃金契約では

労働者の所得は労働量に依存せず，労働を怠ける誘因が

存在する。裏返して言えば，労働を引き出すためには雇

用者による監視が必要であり，それが不完全な程度に応

じて労働の過少投入を容認せざるをえないことになる。

その反面この契約のもとでは，相対的に危険負担能力が

高いと考えられる雇用者が，生産のリスクをすべて負担

するという望ましいリスク分担が実現される。他方定額

契約では小作料は固定的であり，労働意欲が阻害される

ことはない。小作人の労働投入水準は自作農のそれと同

一となり，資源配分上の効率性条件を満たす。しかしこ

のi契約では，危険負担能力において劣ると考えられる小

作人がすべてのリスクを負担するというマイナス面があ

る。分益契約は賃労働契約と定額小作契約の言わば折衷

案であり，小作人の労働意欲は定額小作制下の小作人あ

るいは自作農のそれに比して稀薄であるが，小作料率に

比例しての’リスク分担という望ましい性質を有する。こ

の理論においても，地主が努力することなしには小作労

働を監視できないのであれば，伝統的見解の想定と同じ

。
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ように，分益小作地における要素投入ならびに収量は相

対的に低位にあることになる4）。ただし生産物の分配に

ついては，分益小作料はリスクの負担にともなうリスク

プレミアムに応じて定額小作料よりも高く，また分益小

作所得は反対に定額小作所得よりも低いことになる5）。

　以上の理論的考察から，分益小作制度の効率性に関す

る議論は以下の3つの仮説に要約できる。その第1は古

典派以来の「伝統的非効率性仮説」であり，第2は

Cheungの取引費用ゼロの想定にのっとった「効率性仮

説」であり，第3はエイジェンシーの理論に立脚した

「折衷的非効率性仮説」である6）。それぞれの仮説にお

ける分母小作制度下の資源配分，所得分配の様態は，他

の制度との比較で表1にまとめられている7）。収量（よ

り厳密には期待収量：）と要素投入量に関する相対関係は，

地主にとっての取引費用の有無に依存しており，効率性

仮説においてのみ等号が成立している。土地当りの小作

料および小作人所得の不等号は，伝統的非訟感性仮説に

おいては要素の過少投入の結果として，また他の仮説に

おいてはリスクプレミアムの分配の帰結として成立して

いる。

　　　　表1分益小作制度に関する実証仮説の比較

伝統的非効率性仮説

効　率　性　仮　説

折衷的山脚率性仮説

雄当り諜猷小作料舗倉

8く五，0　　8＜五，0　8＜乙　　8…芝ゐ

S＝L，O　S＝五＝O　S＞ム　　S＜ゐ

8くし，O　　S〈L，　O　S＞五　　8＜ム

S：分益小作制度。ム：定額小作制度。0：自作制度。

　4）一次同次の生産関数の仮定のもとで，期待値の

意味での労働の生産弾力性が逓減している揚合に，こ

の主張は正しいことが厳密に証明されている（Otsuka
and　Murakami，49）。

　5）　より厳密に言うならば，分益小作地において要

素の過少投入が発生している状況のもとでは，リスク

プレミアムに加えて，それによって生じうる地主所得

の損失を相殺するように，小作人は小作料を支払わな

ければならない（Otsuka　and　Murakami，49）。

　6）　実証仮説における効率性は，厳密な意味での社

会的効率性とは必ずしも一致しない。Bihswanger　and

RosenzWeig（15）が指摘するように，もし取引費用が

なく保険市揚を含むすべての市場が完全であれば，そ

もそも分益小作制度が存在する理由はない。ここで問

題にしている分益小作制度の効率性とは，あくまで他

の制度との比較における相対的効率性である。

　7）　表1では，自作制下の資源配分は定額制下のそ

れと等しいと仮定されている。これは本論が検討する

実証研究では，自らの労働を主として投入する中小耕

作地主が分析対象となっており，取引費用が問題とな

らないためである。

III・実証研究の成果とその検討

　（1）　収量比較　表1に示される諸関係のなかで，最

も詳細に資料的吟味が加えられてきたのは，土地当り収

量の相対関係である。自作地と分益小作地との収量比較

に対し統計的有意差検定を適用した研究として，Ahmad

（1），Belr（10），　Bliss　and　Stern（16），　Chakravarty　and

Rudra（18），　Dwivedi　and　Rudra（23），　Hossain（38）があ

げられる。分析対象地域はいずれも1960年代中期以降

の南アジアであり，収量データとしては主に栽培作物の

集計的生産額が用いられている8）。分益小作地において

収量が有意に低いという結論はBe11で得られており，

Hossainも部分的にはそれを支持しているが，他の研究

では一般に収量の有意差は検出されていない。

　Be11の研究は，同一耕作者の所有地と小作地との収量

を比較しているところに特質がある。実証仮説の検定に

とっては同質な耕作者の比較が望ましく，その意味では

同一の耕作者の2種類の土地における収量比較は適切で

あると言える。しかしながら，灌概条件は小作地におい

てより劣悪であり，所有地ではより高い割合で商品作物

が生産され，ていた。そうした状況では，果して同一条件

のもとにおける小作労働の過少投入が，生産額タームで

の収量の相対的低位性をもたらしたか否かは疑問である。

事実，個別の作物別の収量：比較では6ケース中1ケース

においてのみ，非効率仮説を支持する結果が得られてい

るにすぎない。Bliss　and　Sternは小麦についてやはり同

一耕作者の収量比較を試みているが，むしろ分益小作地

において収量：が有意に高いという結果を得ている。

　このような相矛盾する実証結果は，いかに解釈す苓き

であろうか。表1に示された収量の相対関係が，同一の

生産関数を前提として定義されていることを考えるなら

ば，少なくとも同一の作物を比較対象とする必要がある

ように思われる。統計的検定こそ行なっていないが，水

稲収量の比較に限定し国益小作地での収量の低位性を否

定する文献はきわめて多い（Berry　and　Cline，12；Castillo，

17；Hayami　and　Kikuchi，28；Herdt，32；Huang，39；

Mangahas，θ’α」．，46；Parthasarathy，51；Rao，・54；Ruttan，

60）。また水稲にかぎらず，同一作物の収量比較から同

様の結論を得たものとしてJabbar（41），Vyas（71）がある。

これらの研究結果は，同一の作物の生産については著し

　8）　Be11，　Dwivedi　and　Rudra，　Hossainは生産額タ

ームでの比較とともに，作物別の収量比較も行なって

おり，Bliss　and　Stemの収量：比較はすべて個別作物に

ついての比較である。
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い収量格差が存在しないことを示唆する．ものであるが，

Stewart　and　Arellano（63），　Tamin　and　Mustapha（66），

Zaman（73）はその聞合でもなお非効率性仮説を支持して

いる。

　とうした実証研究の成果を包括的に検討するために，

収量比較データが記載されている20の文献をとりあげ，

自作地あるいは定額小作地と分益小作地との収：量格差率

を計測し，同一作物の収量に関する効率性仮説の妥当性

と，生産額タームでの比較における収量絡差の存在につ

いて検討することにする。その際土地の質や耕作者の

資質の相違をコントロールするために，できるかぎり同

一の灌概条件，同一の規模での収量比較データを用いる

ことにする9）。なお収量格差率は，自作地あるいは定額

小作地の収量から分益小作地の収量を差し引き，それを

両者の平均で除して求められ，た。計測結果は，度数分布

の形で表2にまとめられている。

　同一作物に関する収量：格差率は，対自作地，対定額小

作地いずれの比較においてもゼロを中心どしてほぼ対称

に分布している。格差率がマイナス15％からプラス15

　　　　　　　表2　収量格差率の度数分布＆）　　　　（％）

収　　量
対　自 作地 対定額地bl

格差率 同一作
ｨ比較

生産額
艨@　較

同一作
ｨ比較

一65．0～一55．1

－55．0卍一45．1

－45．0’》一35．1

－35．0削一25．1

－25．0一一15．1

－15．0♂》　 一5．1

－5．0～　　　4．9

　5．0阿　　14．9

　15．0酎　　24．9

　25．0～　　34．9

　35．0削　　44。9

　45PO陶　　54．9

　55．0ん　　64．9

　65．0卍　　74．9

　平　　均
（標準偏差）

サンプル数

ユ．1

1．1

4。6

5．7

10．3

16．0

26．3

17．7

8．0

4．0

2．3

2，9

一1．3
（2L2）

175

3．2

12．9

22．6

9．7

12．9

9．7

16．1

65
3．2

3．2

16．9料
（24．7）

　31

3．8

7．5

15．1

45：3

20．8

3．8

3．8

一L2
（13．2）
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a）平均から標準偏差の3倍以上乖離した4サンプルは，異常値とし

　て除外した。

b）対定額地との生産額タームでの比較は3サンプルしかないため除

外した。

＊＊印は，1％水準でゼロと有意差のあることを示す。

出所については理論参照。

　9）　以下の検討で用いられ’るサンプルのうち耕作規

模，灌概の有無を区別して収量比較を行なっているの

は，それぞれ約40％である。

Vo1．36　No．1

％の間にはいる割合は，対自作地との比較で約6Q％，

対定額小作地との比較で約80％であり，特に前者の場

合には分布の広がりが大きいことを示している。このこ

とは，たとえ対象作物を限定したとしても，収量格差に

ついて異なった結論が得られやすいことを意味する。し

かしながら，分布の平均はいずれの揚合にもゼロにきわ

めて近い。この結果は効率性仮説を支持するとともに，

生産条件の多様性が収量比較に重大な影響を与えている

ことを示唆するものぞある。

　それ，に反して生産額タームでの収量比較では，自作地

で平均して16．9％高い収量をあげたという結果が得ら

れた。しかも，度数分布はきわめて不規則な形状をとっ

ている。もし比較の対象となった土地において，多種多

様な作物が生産されていたとすれば，この結果は効率性

仮説と矛盾するものではない。Bagi（4），　Heady（30），

Junankar（43）は，コブダグラス型生産関数の計測から，

分賦小作地の生産関数が他に比して有意に異なるという

推定結果を得ている10）。分益小作地の収量の低位性は，

非効率な資源配分の結果というよりはむしろ異なる生産

関数にもとつく価値タームでの収量の差異に，起因レて

いる可能性が高い。

　Junankar（43），　Roumasset（59），　Tnπan　and　Fox（69）

は，収量を従属変数とし小作制度ダミ．一を独立変数に含

む回帰式を推定し，小作契約の形態の相違は収量に有意

な格差をもたらさないという結論を得た。これを含めて

収量：比較に関する実証研究の成果を総合的に評価するな

らば，非効率仮説を支：持する分析結果は見かけ上のもの

であり，効率性仮説がおおむね現実と符合すると結論で

きよう。

　（2）要素投入比較　土地当りの要素投入量の比較を

試みた事例研究は相対的に数が少ないばかりか，収集さ

れ，たデータにも．問題がないわけではない。たとえば労働

については，労働日数によって投入量が測られているが，

問題とすべきは単なる労働日数ではなく労働の“実質

的”な投入：量あるいは“努力”の量である。また肥料に

ついては，購入肥料だけが算定され，自給肥料は評価さ

れていない。したがって要素投入データの解釈には一定

の留保が必要であるが，ここでは労働および肥料につい

て収量の場合と同様にして投入格差率を計測することと

した（表3）。

　労働投入格差率の平均は，同一作物の比較において対

10）　なぜ対象作物が異なるかについては，

で若干の検討を加える。
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表3要素投入格差率a）
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（％）

平均（標準偏差）サンプル数

79

L労働投入格差率

　対自作地

　　同一作物比較　　｛

　　生産額比較

　対定額地b）

　　同一作物比較

2．肥料投入格差率

　対自作地

　　同一作物比較｛生産額、、較

　対定額地ω

　　同一作物比較

　6．7

－1．7

5．7

8．4＊

13．9＊

一2，7

（18．5）

（12．1）

（i4．7）

（26．1）

（33．3）

（16．4）

0
1
1
1
18

4
0

5
り
ρ
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a）平均から標準偏差め3倍以上乖離した5サセプルは異常値として

　除外した。

b）対定額地との生産額タームでの比較は3サンプルしかないため除

　外した。

c）対定額地との生産額タームでの比較は2サンプルしかないため除

外した。

＊印は，5％水準でぜロと有意差のあることを示す。

出所については付論参照。

自作地の血合で6・7％，また対定額小作地の盛合で5，7％

であり，分益小作地での労働の過少投入を示唆する。し

かしながら，両数値とも5％の水準でゼロと有意差はな

い。収量比較が生産額タームで行なわれており，異なる

作物が生産されている虚威の対自作地との比較では，労

働投入格差率は僅かとはいえマイナスの平均値をとつ．て

いる。にもかかわらず自作地において収量が高いという

観察事実をふまえるならば，生産額タームでの収量：比較

は実証仮説の検証にとって不適切であると判断せざるを

えない。

　肥料投入については，同一作物の定額小作地との比較

に関するかぎり，格差率の平均は一2・7％でゼロと有意

差はなく，効率性仮説と斉合的である。しかしながら，

自作地については同一作物の揚合セ8・4％，生産額が収

量となっている揚合で13・9％，分益小作地より投入水準

が高くなっている。前者に関するかぎり，伝統的非効率

性仮説あるいは折衷的非効率性仮説を支持しているよう

に思われる。他方生産額を収：量とした揚合に，肥料投入

絡差率がゼロを大きく上回ったことは，自作地における

生産が付加価値率の低い商品作物を対象としていること

に基本的な原因があるように思われる。一般に自作地で

は，肥料ばかりでなく購入要素を大幅に多投することは，

分益小作制度の非効率性を主張するBe11（10）やChatto－

padhyay（20）の研究に顕著にみられる。

　個々の要素投入比較の検討結果は，収量比較と異なり，

必ずしも効率性仮説を支持するものではなかった。むし

ろ投入格差率がゼロを上回る傾向が検出されたことは，

分益小作地において生産要素の過少投入があったことを

示唆するものである。しかしながら，サンプル数が比較

的限られていること，さらにデータ上の問題をも考慮す

れば，ここでの結果がどの程度効率性仮説に否定的であ

るかは疑問の残るところである。

　（3）　所得比較　分益小作料と定額小作料の比較は，

必ずしも容易ではない。通常の揚合分益契約を結んでい

る地主は肥料や農薬等の購入要素の費用を分担して負担

しており，ネットの小作料を推定するためには，費用分

担分を小作料から差し引かなければならない。アメリカ

についてのHeady（30）やWinters（72）の研究は，グロス

のタームでの分益小作料が定額小作料を大幅に上回って

いることから，ネットのタームでも前者が後者を上回る

と推論しているにすぎない。アイオワについてのJohn－

son（42）の資料的検討やCheung（21）が掲げた戦前の中

国についての統計数値も傷心小作料がより高額であった

ことを示すが，費用分損の取扱いは明らかではない。

Chao（19）は，費用分担が重要ではなかったと推定され

る中国の歴史的データを用い，分益契約から定額契約へ

の移行期における同一の土地に対する小作料を比較した

結果，鴻益小作料が相対的に少額ではなかったという結

論を得た。さらに戦後のアジア地域に関しても，Huang

（39）やRaO（55）の研究は分益小作料がより高額であっ

たことを指摘している。

　費用分担分を正確に勘案しても，なおかつ自益小作料

が定額小作料を上回るという証拠も，いくつかの村落調

査によって提出されている（Castillo，17；Hayami　and

Kikuchi，28；Herdt，32；Parthasarathy　and　Prasad，523

Tongpain　and　Jayasuriya，68；Umehara，70）。政策的に

定額小作料が抑制されているケースもありジ解釈には注

意を要するが，ほとんどのケースで一貫して20～40％

程度の格差を示しており，分立小作地と定額小作地の小

作料が相違するという根拠は強い。

　伝統的非効率性仮説は定額小作料がより高額であると

主張しており，実態と相容れない。効率性仮説あるいは

折衷的始効率性仮説が主張するように，リ、スクプレミア

ムの存在が小作料に格差をもたらしたとみるべきであろ

う。

　小作契約から得られた土地当りの小作人所得について

は，わずかにCastillo（17），　Herdt（32），　Mangahas，θ≠α」．

（46），Umehara（70）が比較を試みているにすぎない。こ

れらの研究は，一般に定額小作所得が50％内外の割合

で分益小作所得よりも高額であることを示している。小
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作料ばかりでなく小作人所得にも格差が存在することか

ら判断すれぱ，小作i契約における所得の一部はリスクプ

レミアムを含むと推察される。このことはまた，小作契

約の選択にあたって生産のリスクという要素が，重大な

役割を果していることをうかがわせる。

　（4）　総括　以上で検討された実証研究の成果を総括

するならば，i）伝統的非効率仮説はわずかな例外を除い

て支持されない，ii）効率性仮説は一般に現実と斉合的で

ある，iii）折衷的非効率性仮説は現実と矛盾することは

ないが，積極的な支持は得られないと言うことができよ

う。しかし，効率性仮説と折衷的非効率仮説との識別は

微妙である。理論的には，分益契約にともなう取引費用

が充分に安いとすれば，折衷的非効率性仮説は効率性仮

説の中に包摂されてしまう。もちろん，理論が想定する

ように完全に取引費用がゼロで，効率性仮説がそのまま

妥当するとは想像しがたい。現実の分益小作制度は，き

わめて安い取引費用を背景として，資源配分およびリス

ク分担双方において，きわめて効率的な機能を果してい

るとみなすべきであろう。

　　　　　　　　IV・小作制度の選択

　Cheung（21）やエイジェンシーの理論によれば最適な

小作制度の選択は，おのおのの契約形態に付随する取引

費用の多寡とリスクの分担効果のトレードオフ関係の中

で決定される。もしこの理論が正しいとすれば，取引費

用あるいはリスク条件の外生的変化または相違は，小作

制度の選択に影響を与えるであろう。

　労働の監視費用と密接に関係すると考えられる第1の

要因は，機械化の程度である。機械化が農作業を標準化

し，地主にとっての労働の監視を容易にすることは疑い

ない。Day（22）はアメリカ南部における機械化の進展が，

分益制度の衰退と固定賃労働への依存度の増大をもたら

したと主張し，Alston（2）は回帰分析によってそれを確

認した。

　作物の技術的性感も，労働の監視費用と深い関わりが

ある。もし地主が要素投入量や環境変動と生産量の関係

について精通していれば，小作人の行動は生産量から事

後的に推定可能である（Cheung，21；Hayami　and　Kikuchi，

28）。また要素投入についての選択の範囲が比較的狭い

と考えられる作物の揚合にも，監視費用は少なくてすむ

はずである（Ra・，54）。相対的な意味でそのような特性

をもつのは，伝統的に栽培が行なわれてきた自給的作物

であろう。分益小作地での栽培作物が，主にそうした作

物であることはAlston（2），Bardhan（5，6），Kutcher　and

Vo1．36　No．1

Scandizzo（45），Raj（53），Rao（54）によって明らかにされ

ている。このことはまた，分泌小作地と自作地の生産関

数が異なり，生産額タームでの収量比較が誤解を招きや

すいという前節での推論を補強するものである。

　小作制度の選択は，地主の耕作活動とも関係する。

Higgs（35）は19世紀末のジョージアの綿花栽培におい

て，分泌地主が相対的に中小地主であったことを回帰分

析によって検証し，分局制度採用の誘因を中小地主の監

視能力の比較優位性に求めた。BHss　and　Stern（16），

Takahashi（65），　Umehara（70），　Winters（72）は，不在

地主制と定額小作制の正の結びつきを指摘し，小作制度

の選択における監視費用の重要性を示唆した。

　生産のリスクと分出小作制度採用の正の関係を示す事

例研究は，より豊富に存在する。Bardhan（5）とHiggs

，（34）は，それぞれインドおよびアメリカ南部の事例を用

いて，地域的な収量変動と．心土小作地比率との間に，正

の統計的関係があることを示した。Huang（39）はマレー

シアにおける分益小作地帯は収：量変動の最も激しい地域

であることを指摘し，Cheung（21）は戦前の中国におい

て収量変動の激しかった小麦の生産において，分益契約

がより広範に採用されたことを示した。またBardhan

（6）は，灌概設備の整備されていなかった1960年のイン

ドの州別データから，分益契約の採用面積比率と雨量の

変動率の間に正の関数関係があることを検出した。より

ミクロレベルで収量変動と契約形態の関係について興味

深い事例を報告しているものとして，Parthasarathy．

and　Prasad（52）があげられる。彼らのインドの農村調

査によれば，水稲の在来種の生産において相対的に収：量

変動の激しかった乾期には分益契約が，収量：が安定して

いた雨期の生産では定額契約が採用されていた。

　上述の諸研究は，1生産のリスクと直話契約の正の結び

つきに肯定的であるが，主要な反論としてRao（54）のイ

ンドの事例研究がある。彼は技術が定常的で収：量や価格

の変動の少ない水稲や小麦の生産において分益契約が，．

反対にリスクの高いタバコ等の商品作物の生産において

定額契約が採用されていた事実を示し，生産のリスクと

分益契約の採用の間に単純な関係があることを否定し

た11）。彼自身の仮説は，商品作物の生産においては小

作人が経営者能力への報酬を求めて定額契約を選好する

というものである。この議論をつきつめて考えれば，一

般に技術革新の進展は技術的な選択の幅を拡大し，経営

者能力への報酬を高め，分益i契約から定額契約への移行

11）　同様の見解は，Reid（56）にもみられる。
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を促すはずである（Bhagwati　and　Chakravarty，14）。し

かしHUsken（40）やParthasarathy（51）は，水稲の高収

量品種の普及を骨子とした「緑の革命」の展開期におい

て，逆に定額契約から分冊契約への移行がみられた事例

を報告し，Rao仮説の妥当性に疑問を投げかけている。

　以上概観した諸研究は，例外は認めるとしても，取引

費用とリスク分担のトレードオフ関係の中で小作i契約が

選択されるという仮説を，間接的にせよ支持するもので

ある。とりわけ収量変動と分立小作i契約採用の一般的関

係は，前節で検討されたリスクプレミアムの存在と斉合

性があり1小作契約の選択におけるリスクの重要性を示

唆するもの．と言えよう。

V・分益小作制度と取引費用

　第IH節の分析は，分益小作制度が資源配分において

きわめて効率的な制度であることを示した。重要な問題

は，はたしてどのようなメカニズムによって効率性が達

成されているかである。伝統的作物の生産は，効率的資

源配分を達成するための1つの方策であるかもしれない。

しかし伝統的見解やエイジェンシーの理論が主張するよ

うに，分益小作制度下では小作人は地主が望む以下に労

働を減らそうとする誘因を持つはずであり，それを阻止

するためには地主による何らかの監視が必要である。

　分合小作制度下において普遍的に見受けられる現象は，

地主による要素投入量：や生産物の選択に関する意志決定

への関与である（Bardhan　and　Rudra，7；Bliss　and　Stern，

16；Cheung，21；Ely　and　Galpin，24；H廿sken，40；Par－

thasarathy，51；Parthasarathy　and　Prasad，52；Reid，56，

57，58；Taylor，67；Truran　and　Fox，69；Vyas，71）。生

産の意志決定を小作人に全面的に委ねるならば，要素の

過少投入が発生してしまう恐れがある。地主の干渉は，

効率的な資源配分を達成するうえで不可欠な行為である。

とはいえ，それがただちに効率的な資源配分の実現を保、

証するものではない。あくまで地主による何らかの監視

が必要である。にもかかわらず，収穫量の確認のための

監視を除けば，分益地主が小作労働を直接監視するとい

う行動をとる事例はほとんどみられない。

　それでは地主ははたしてどのようにして，小作人の行

動を制御しているのであろうか。Ben－Porath（11）は，一

般に契約の履行にとって血縁関係，友人関係等の人間関

係が重要な役割を果していることを強調した。緊密かつ

長期的な人間関係で結ばれている雇用者・被雇用者の間

には，相互の信頼関係に基づく相互利益の享受という互

恵的な関係があり，一方による契約の不履行は双方にと

81

っての多面的な利益の喪失をまねく。つまりそうした状

況では，要素の過少投入等の不誠実な行動は，一端発覚

した場合には大きなペナルティーをともなう。Hayami

and　Kikuchi（28）の研究は，農村社会の基本的な入間関

係が雇用契約等の制度の合理的な選択に重大な関わりの

あることを示唆し，Otsuka，　Kikuchi，　and　Hayami（48）

は，小作契約に類似したフィリピンのジープニーの分益

賃借契約において，車の所有者と借り手である運転者と

の間に緊密な血縁・地縁関係のあることを統計的に示し

た。Arrow（3）の言葉を借りるならば，信頼関係の確立

は，市揚の失敗を克服するための社会的行為とみなしう

る。

　一般に分益制度下の小作・地主関係は，温情主義的で

あるといわれる。非効率である．としてAdam　Smithに

よって批判されたフランスの分益i契約も例外ではなく

（Higgs，33），戦前の中国（Cheung，21）や戦後のフィリピ

ン（Takahashi，65）をはじめとして，ほとんどの地域に

おいて同様の関係がみられる。また，信用の独占的供与

から地主が不当に高い所得を得ているというBhaduri

（13）の想定に反して，分益地主がしばしば無利子の信用

を供与するのも，温情主義と無関係ではなかろう（Bard－

han　and　Rudra，7；Mangahas，θ彦α」．，46）。小作・地主関

係が良好であれば，分益小作契約の取引費用は抑制され

うるであろう。もし両者の関係が親子，兄弟等の血縁関

係にあれば，このことは自明である。そうした事例が，

アジアばかりでなく（Stewart　and　Arellano，63；Takaha3

shi，65），アメリカ史においてさえ観察されることは興

味深い（Ely　and　Galpin，24）12）。

　もちろん，緊密かつ温情主義的な入間関係が，分益契

約にともなう取引費用を節約するという仮説は，推測の

域をでるものではない。しかし温情主義が単なる温情主

義でないことは，分益小作料が定額小作料を上回ること

からも推察できよう。効率性に関する統計数値と実態描

写とをつきあわせるならば，人間関係と資源配分，さ，ら

には小作制度の選択との間に，重要な関係が潜んでいる

と推測することは不自然ではあるまい（福井，25）。

12）　定額小作制度下の小作・地主関係においても，

ベトナム（Hendry，31）やマレーシア（Horii，37）のよう

に緊密な血縁関係がみられる場合があり，血縁関係が

分益制度に固有な関係であると見なすことはできない。

しかしながら小作・地主関係が分益制度下においてよ

り緊密であることは，一般論として否定しがたい事実

であろう。
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VI．結 語

経 済

　農業生産は環境要因によって強い制約を受け，耕地の

収量は同一の村落にあってさえ微妙な環境的差異によっ

て大きく異なると言われる。分益小作地との収量比較は，

小作人の行動ばかりでなく様々な要因によって影響を受

けざるをえない。そうした条．件のもとでは，少数の事例

から分益小作制度の効率性に関して，断定的な結論を導

き出すことは危険である。本論の主要な貢献は，過去の

研究成果が総体として，分益小作制度の効率性を支持し

ていることを明らかにしたことであろう。

　しかしながら，収量比較だけでは自益小作制度理論の

検証iとして不充分である。要素投入や所得分配にまで立

ち入って，分析がなされなければならない。にもかかわ

らず，そのような一貫した比較を行なった研究はほとん

どない。分益小作制度についてのより正確な理解のため

にも，また小作契約についての理論的発展のためにも，

この方向でのより一層の実証研究が不可欠である。そう

した研究の蓄積こそが，分益小作制度採用の誘因，さら

には取引費用の実態解明の前提条．件であることを最後に

強調しておきたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（東京都立大学経済学部）

付 論

　収量および要素投入比較に用いられた文献を以下に示

す。右肩に＊＊印のあるものは，栽培作物が異なり収：量

比較が生産額タームのものであり，＊印はそれと同時に

同一の作物間の収量：比較を行なっているものであり，印

のないものは同一作物間だけの比較を行なっている文献

である。（A）収量比較のみがある文献。Be11（10）＊，

Castillo（17），Chattopadhyay（20）寧＊，Huang（39），Partha－

sarathy（51），Ste寅art　and　Arellano（63），Zaman（73）＊。

（B）叡量と労働投入比較がある文献。Ahmad（1）＊＊，

Dwivedi　and　Rudra（23）＊，　Heady（30）牌，　Ruttan（60）。

（C）収量，労働投入，肥料投入すぺての比較がある文献。

Hayami　and　Kikuchi（28），Herdt（32），Hossain（38）＊，

Mangahas，6’α1．（46）。（E）Bagi（4）料は労働と肥料，

Barker　and　Cordra（9）は労働，　Berry　and　Cline（12）＊は

肥料投入比較データだけを掲げている。
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